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本ワークの目的、流れ
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本日のワークショップの流れ

◼ ワークショップの目的

• 前回までの２回の講座を通して、地域課題解決のための脱炭素施策を認識、及び区域施策編の策定に向けたワークを実施してきた。

• 実行計画（区域施策編）の策定の流れを理解し実行できるようになる。

第2回のワーク（前回）

第2回前半(95分)
• 地域課題解決のための
脱炭素施策検討
（グループワーク）

第３回(130分)
• 区域施策編の流れに沿った
策定ワーク～後編～
（個人・グループワーク）

第3回のワーク（今回）

第2回後半(50分)
• 区域施策編の流れに
沿った策定ワーク
～前編～
（個人ワーク）
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第２回 ワークショップの流れ

◼ 本日の流れ

• 第３回に当たる本日は、区域施策編策定のための要因分析、削減目標の設定、および対策施策について説明・ワークを実施する。

• また、区域施策編策定の重要性について説明する。

本日のワーク（１３０分）

内容
０．アイスブ
レイク

１．振り返り
２．排出量現況か
ら見た要因の絞り込

み

３．排出量の将
来推計

４．削減目標の設
定

５．対策・施策の
検討

６．対策・施策の
評価と改善

概要

① 自己紹介
脱炭素取

組
状況の共

有

① 地域特性・
地域課題を
考える

① 温室効果ガス排
出の要因分析の
目的・概要

② 温室効果ガス排
出の要因分析の
流れ

③ 自身の自治体の
排出要因を体系
的に整理（ワー
ク）

① 将来推計
（BAUシナリ
オ）の手法

② 部門ごとの算
定方法事例の
紹介

① 総量削減目標の
種類と設定

② 山口県の総量削
減目標設定方法
の紹介

③ 削減目標の設定
（ワーク）

① 対策・施策の体
系的整理

② 対策・施策に関
する事項

① 評価方法と分析
手法

② モニタリングと
データ収集方法

③ 継続的な評価と
改善

形式 • 講演
• 講演
• 個人/グループワー
ク

• 講演
• 講演
• 個人ワーク

• 講演
• 個人/グループ
ワーク

• 講演

ページ P.5～P.6 P.7～P.12 P.16～P.20 P.21～P.22 P.23～P.28 P.29～P.41 P.42～P.48

時間 • ５分 • １５分 • ２０分 • ５分 ・ １５分 • ６０分 • １０分
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０．アイスブレイク
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自己紹介

◼ ワークを始める前に（５分）

• 自己紹介をして、今回のワークを共に行うチームメンバーを覚えましょう。

• 自己紹介は、現在の自治体やご自身の脱炭素に関する課題を取り入れて行う。

• 一人１分程度で下記内容について紹介する。

自己紹介の内容

１ 自治体名・所属名・氏名

２ 自治体が抱えている地域脱炭素に関する課題感

３ 自身のこれまでの脱炭素への関わりや悩み



7

１．振り返り



8地域脱炭素ステップアップ講座

前回までの振り返り①

◼ 第１回、第２回のステップアップ講座の内容

• 第１回では、脱炭素社会を取り巻く潮流についての講演を実施。

• 第２回では【真庭市】と【西粟倉村】を例に、脱炭素施策の検討やそのために必要となる地域特性の把握のワークショップを実施した。

• また、温室効果ガス（CO2）の排出量算定式や計算手法について、また自治体排出量カルテを用いた排出量の現況把握について講演を実施し
た。

参照先：真庭市まちづくり計画（都市計画マスタープラン） 概要版(P.8)
https://www.city.maniwa.lg.jp/uploaded/attachment/23426.pdf
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前回までの振り返り②

◼ 第１回、第２回のステップアップ講座の内容

• 第１回では、脱炭素社会を取り巻く潮流についての講演を実施。

• 第２回では【真庭市】と【西粟倉村】を例に、脱炭素施策の検討やそのために必要となる地域特性の把握のワークショップを実施した。

• また、温室効果ガス（CO2）の排出量算定式や計算手法について、また自治体排出量カルテを用いた排出量の現況把握について講演を実施し
た。
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振り返り：自地域の地域特性・地域課題を考える

◼ 事後課題の共有：自地域の地域特性・地域課題を考える（５分）

• 第3回のワークで自地域の脱炭素施策を検討するため、まずは自地域の地域特性および地域課題を整理する

• 排出量カルテや総合計画、その他情報を確認して、地域特性・地域課題・まちの目指す姿を理解する

項目名 区域の特徴・特性（例）

気候 比較的温暖な気候に恵まれている、７月の降水量は多め。

再エネ資源の賦存状況
（太陽光発電のポテンシャルが大きい場合）
太陽光発電、特に土地系のポテンシャルが高く、農耕地やため池を活用
した太陽光パネル導入の可能性が見込まれる

産業構造
（産業・工業プロセス部門の占める割合が高い場合）
大規模な工業地帯が広がっており、製造業分野の付加価値額、従業
者数の占める割合が高い

都市構造／インフラの状況
（地方都市の場合）
必要な居住機能の徒歩圏カバー率が低く、公共交通機関の徒歩圏カ
バー率も低いため、走行距離は短いが自家用車普及率が高い

人口動態／ライフスタイル
（人口、世帯数ともに減少傾向の場合）
平均世帯人数が減少傾向にあり、地元で育った若者が就職などに伴い
区域外に移動することで、連動して人口も減少している
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振り返り：自地域の地域特性・地域課題を考える

◼ 事後課題の共有：自地域の地域特性・地域課題を考える（５分）

• 第3回のワークで自地域の脱炭素施策を検討するため、まずは自地域の地域特性および地域課題を整理する

• 排出量カルテや総合計画、その他情報を確認して、地域特性・地域課題・まちの目指す姿を理解する

人口減少・少子高齢化の進行

地域課題（奈良県の例）

水循環健全化の問題

森林機能の低下

１

２

３

～私たちが目指す奈良県の姿～
澄んだ空に、雄大な山並みと手入れの行き届いた森林の緑が映えます。山間部の自然は、
きれいな空気をつくり出し、山々に蓄えられた水は、川から海へと、清らかで豊かな水
流となって、人々を潤し、さまざまな生物を育んでいます。などの山々は、里山・田園
風景と相まって、都市の遠景となり、世界遺産や国宝などの歴史的建造物の背景となっ
て、まほろばの国にふさわしい麗しいたたずまいを形づくっています。まちなかは、花
と緑にあふれ、歴史的風土と調和のとれた美しい都市景観と沿道景観に、住む人、訪れ
る人が和らぎを感じます。パリ協定が目標とする温室効果ガス排出実質ゼロに向けて、
本県の豊かな「森林資源」や「自然エネルギー」を最大限活用しながら、「創エネ」
「蓄エネ」「省エネ」の取組が相乗的に図られ、持続可能な脱炭素社会の仕組みの構築
が進んでいます。人々は、地球環境に配慮する知恵や行動力にあふれ、これからの時代
に求められる「きれいに暮らす」スタイルを追及、共有しながら、主体的かつ積極的に
本計画が掲げる基本理念の実現に向けて取組み、多様な主体が連携・協働する“オール奈
良”によって全県的な実践活動へと広がっています。

まちの目指す姿（奈良県の例）

参照先：奈良県環境総合計画 概要版(P.2-P.9)
https://www.pref.nara.jp/secure/262056/keikaku_gaiyou.pdf
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地域特性・地域課題に対する具体的な施策の例

◼ 目標達成のための戦略・実施計画策定

• 施策を具体化し、実行可能な戦略と実施計画を策定します。

• 以下は、地域特性や課題に対しての施策の事例と目標（長野県と岐阜県の例）

• 計画には、施策の具体的な内容、予算、スケジュール、関係機関の役割と連携などが含まれる。
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ワークショップの流れの説明
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ワークショップの流れの説明

◼ ワークの流れの説明

• 本ワークではグループごとに脱炭素に向けた施策対策の設定と削減目標の設定を検討し、発表する。

• 施策対策の設定については要因分析から検討し、自身の環境の各取り組み主体の担う活動の把握と設定を行う。

手順①

• 排出量現況から見た要因の絞り込み・整理

• 排出量の将来推計

手順②

• 地球温暖化対策計画の目標

• 削減目標の設定の流れ

手順③

• 対策・施策の検討

• 対策・施策の体系的整理

対策・施策検討

削減目標設定

対策・施策検討

内容 流れ
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地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定プロセス

◼ 策定プロセスと本ワークショップの位置づけ

• 前ページのマニュアルに掲載されている、区域施策編の策定プロセスは以下の通り。

• 今後のワークで、地方公共団体実行計画（区域施策編）に必要な記載事項を網羅していく。

区域施策編の策定プロセス

区域施策編策定の基本的事項・
背景・意義（２ー１）

温室効果ガス排出量の推計・
要因分析（２ー２）

計画全体の目標（２ー３）
温室効果ガス排出削減等に関する
対策・施策の立案（２ー４）

【第２回】
区域施策編策定の背景と全体像
• 区域施策編を策定する理由
• 区域施策策定の流れと概要
• 区域の目指す将来像
温室効果ガス排出量現況推計
• 排出量現況把握の手法

【第３回】
温室効果ガス排出量の要因分析
• 自治体排出量カルテを用いた排出要因分析
目標の設定
• 総量削減目標の設定
対策・施策の立案
• 将来像実現のための対策と、実現するための課題
• 施策の立案、目標設定
• 複数の課題をまとめて解決できる施策の検討

区域施策編の公表、実施、
見直し・改定（２ー５以降）
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２．排出量現況から見た要因の絞り込み
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方①

• 事後課題の結果により、重視すべき部門を特定

• 区域の特徴・特性と照らし合わせ、その部門における主要な要因を検討する

重視すべき部門 区域の特徴・特性に照らし合わせた主要な要因（例）

産業部門
• 製造業が盛ん（工業地帯や工業団地がある）
• 農業、特に施設栽培や施設園芸が盛ん
• 農業の機械化が進んでいる

業務その他部門
• 観光産業が盛んで、宿泊業や商業施設等が多い
• ベッドタウンのため、商業施設や教育関連施設が多い

家庭部門
• 商業施設が少ない（家庭にいる時間が長い）
• 比較的高齢世帯が多い

運輸部門
• 公共交通機関の不便があり、移動手段として車が欠かせない
• 商業が発展しており、物流が盛ん
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方②

• ここまでで検討した重視すべき部門やそこに影響している主要な要因のうち、より具体的に影響している要因を洗い出す

• 原則下記の計算式通りなので、いずれかの要素に対処をすれば排出量への対策は可能となる

CO2排出量 活動量 エネルギー消費原単位 排出係数＝ × ×

温室効果ガスを排出
する活動の規模を表す

指標

活動量当たりのエネルギー消費量
＝エネルギー効率

エネルギー使用量当たりの
排出量

• 活動時間を減らす
• 活動頻度を減らす
• 活動範囲を減らす

• エネルギー効率の高い設備
に更新する
（＝利用時間当たりのエネ
ルギー消費量を減らす）

• 機器の利用方法を適正化
する

• 燃料を転換する
• 再生可能エネルギーを導入

する

区域での事業者や住民
の行動改善

設備の転換や利用方法
の適正化

燃料、または燃料自体の
生産方法の転換

参照先 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編） (P.86)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.9)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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ワーク①〈グループ〉 グループ内での排出要因の整理結果共有

◼ グループで作成（１５分）

• 区域の特徴による主要な要因に対して、できる限り多くの対策や施策を発想する

• 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）P.296～P.305を参考にして書き出す

• 複数の部門や分野に該当する対策施策は該当する箇所すべてに書き出す。

• 各チームごとで各部門の対策・施策を埋めていく（書き出した付箋を対応する場所に貼る）

付箋

グリーンエネルギーの導入

付箋付箋

省エネ機器の導入生産効率の向上
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方③

• 事後課題の重視すべき部門の特定より具体的な要因の検討結果を掛け合わせて、要因を解消するための対策・施策の立案が可能

• 要因を解消するための対策・施策は、脱炭素施策の方向性や方針の決定に活用できる

• 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）P.296～P.305を参考に、以下に事例をまとめている

（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202303.pdf）

部門
対策・施策

活動量 エネルギー消費原単位 排出係数

産業部門
• 生産効率向上による人員・設

備稼働時間低減
• 在庫削減などの生産調整

• 工場の省エネ改修の実施
• 省エネルギー性能の高い耕作機器の導入
• 生産工程見直しなどによる製造原単位の改善

• 太陽光、バイオマス等の再生
可能エネルギー導入

• バイオ燃料への転換

運輸部門
• マイカー利用制限デーの導入
• 商業施設等の地域集中化
• 自転車・徒歩への転換

• 低燃費車への乗換え
• エコドライブの促進

• 電気自動車などクリーンエネ
ルギー自動車への乗換

• バイオ燃料への転換

業務その他
部門

• 休日出勤・残業の抑制
• ⼩まめな消灯・電源OFFなどの

運用改善
• ビルの未利用床面積の縮⼩

• ビルの省エネ改修の実施
• 空調・給湯設定温度の適正化などの運用改善

• 太陽光等の再生可能エネル
ギー導入

• 合成メタンへの燃料転換

家庭部門
• 図書館や公民館などの公共施

設の利用促進
• ドアや窓の開け放し削減

• 住宅の省エネ改修の実施
• 省エネルギー性能の高い家電への買換え
• 空調設定温度の適正化などの運用改善

• 太陽光発電の導入
• 太陽熱温水器の導入
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３．排出量の将来推計
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将来推計（BAUシナリオ）の手法

◼ BAUシナリオとは

• 排出量の将来推計には、BAU（Business As Usual）シナリオと脱炭素シナリオという大きく分けて2つのシナリオがある

• BAUシナリオとは、人口や経済など活動量の変化は想定するが、排出削減に向けた対策・施策の追加的な導入が行われないと仮定したシナリオのこと

• 目標年度までの削減目標を立てる際に、BAUシナリオとの比較をすると、計画目標達成についての評価が行える

BAUシナリオの計算式

• 人口
• 世帯数
• 建物数 など

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202303.pdf
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４．削減目標の設定
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 削減目標の種類

• 温室効果ガス排出量の総量削減目標の立て方は、以下の通り

• 各分類毎にメリットデメリットが存在しているため、どの方法を選択するかは自治体ごとに判断となる

分類 設定方法 メリット デメリット

・対策・施策の削減効果の積上げに
よる設定方法

部門・分野別に対策・施策を設定し、その
削減効果25を基準年度における温室効果
ガス排出量から積み上げて総量目標とする。

・積上げによる目標水準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に
整合する。

・削減効果を定量化できない対策・施策が
ある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複
の扱いが困難である。

部門・分野別に対策・施策を設定し、その
削減効果を目標年度におけるBAU排出量
から積み上げて総量目標とする。

・積上げによる目標水準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に
整合する。
・目標年度における人口の増減等を踏まえ
た目標となる。

・削減効果を定量化できない対策・施策が
ある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複
の扱いが困難である。
・BAUケースの温室効果ガス排出量の推計
を行う必要があり、手間がかかる。

・地球温暖化対策計画の目標を踏ま
えて設定する方法

地球温暖化対策計画の基準年度比目標
（2030年度に2013年度比46％減）を
踏まえて設定する。

・簡易に設定できる。 ・区域の排出量の部門・分野構成比を反
映できない。
・国全体と区域で産業構造等社会条件が
異なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

地球温暖化対策計画の基準年度比部
門・分野別の排出量の目安を踏まえて設定
する。

・区域の部門・分野別の排出量の差異に
対応できる。
・簡易に設定できる。

・国全体と区域で産業構造等社会条件が
異なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

・都道府県の区域施策編の目標を
踏まえて設定する方法
（市町村のみ）

都道府県の区域施策編の基準年度に対す
る目標年度の削減率、2030年度BAU比
部門・分野別目標等を踏まえて設定する。
（市町村のみ）

・簡易に設定できる。
・都道府県と市区町村の産業構造等社会
条件が類似している場合、より区域に即した
目標となる。

・都道府県が独自に総量目標を設定してい
る時のみ活用可能。
・都道府県全体と区域で産業構造等社会
条件が異なっている点が反映されない。

・より長期の目標からバックキャストで
設定する方法

より長期の目標を想定し、目標年度にどの
程度の目標水準が必要か逆算して設定す
る。

・長期的な展望を踏まえた目標設定ができ
る。

・より長期の目標設定が必要。（地球温暖
化対策計画では、2050年に排出実質ゼロ
を掲げている。）

参考先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）
p98 図2-18総量削減目標の分類と概要

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.13)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 削減目標の種類

• 今回は参考として、地球温暖化対策計画の目標を踏まえて、部門・分野別の削減目標を設定する方法を解説する

分類 設定方法 メリット デメリット

・対策・施策の削減効果の積上げに
よる設定方法

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果25を基準年度における温室効果ガス排出
量から積み上げて総量目標とする。

・積上げによる目標水準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整合
する。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の扱
いが困難である。

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果を目標年度におけるBAU排出量から積み上
げて総量目標とする。

・積上げによる目標水準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整合
する。
・目標年度における人口の増減等を踏まえた目
標となる。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の扱
いが困難である。
・BAUケースの温室効果ガス排出量の推計を行
う必要があり、手間がかかる。

・地球温暖化対策計画の目標を踏ま
えて設定する方法

地球温暖化対策計画の基準年度比目標
（2030年度に2013年度比46％減）を踏まえ
て設定する。

・簡易に設定できる。 ・区域の排出量の部門・分野構成比を反映でき
ない。
・国全体と区域で産業構造等社会条件が異なっ
ている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

地球温暖化対策計画の基準年度比
部門・分野別の排出量の目安を踏まえ
て設定する。

・区域の部門・分野別の排出量の差
異に対応できる。
・簡易に設定できる。

・国全体と区域で産業構造等社会条
件が異なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

・都道府県の区域施策編の目標を
踏まえて設定する方法
（市町村のみ）

都道府県の区域施策編の基準年度に対する目
標年度の削減率、2030年度BAU比部門・分
野別目標等を踏まえて設定する。（市町村の
み）

・簡易に設定できる。
・都道府県と市区町村の産業構造等社会条件
が類似している場合、より区域に即した目標となる。

・都道府県が独自に総量目標を設定している時
のみ活用可能。
・都道府県全体と区域で産業構造等社会条件
が異なっている点が反映されない。

・より長期の目標からバックキャストで
設定する方法

より長期の目標を想定し、目標年度にどの程度の
目標水準が必要か逆算して設定する。

・長期的な展望を踏まえた目標設定ができる。 ・より長期の目標設定が必要。（地球温暖化対
策計画では、2050年に排出実質ゼロを掲げてい
る。）

参考先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）
p98 図2-18総量削減目標の分類と概要

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.13)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 国の定める中期目標（地球温暖化対策計画）

• 国の中期目標として、2030年度において温室効果ガス排出量を2013年度から46％削減することを目指す、と定めている

• その排出量削減目標を達成するため、各区分ごとの目標を以下のように設定している

• 本ワークではエネルギー起源CO2（二酸化炭素）の、エネルギー転換部門を除く4部門を取り扱う

温室効果ガス別の削減目標・目安

本ワークで取り扱う範囲

参照先：地球温暖化対策計画(P.25)
https://www.env.go.jp/content/900440195.pdf



27地域脱炭素ステップアップ講座

削減目標の設定の流れ➀（長期目標からのバックキャスト）
※奈良県における実際の設定方法

◼ 総量削減目標の設定

• 奈良県では「2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向け、県民・事業者・行政が一体となって取り組む社会を目指す。 

• 削減方策として、事務の実施に当たって省エネルギー・省CO2の徹底、ならびに、県有建物における省エネ・省CO2化改修の実施とともに、既存設備・
機器の省エネチューニング（省エネルギーの視点での適切な運転方法への見直し）に取組む。

※奈良県環境総合計画 第４編 P.33-P.38
https://www.pref.nara.jp/secure/262056/4.pdf
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削減目標の設定の流れ②（奈良県のケース）

◼ 総量削減目標の設定

• 基準年度（2013年度）の排出量及び「地球温暖化対策計画の目標」を参考に、目標年度までに必要な削減量を計算する

• 今回は国の定める削減目標値で計算を行う

• なお、部門ごとの構成比によって計算結果が異なるため、国の定める４６％の削減目標を確実に達成できるとは限らない

内容

2013年度
（基準年）

2020年度
（最新）

必要削減量 2030年度
（目標年度）

【参考】
地球温暖化対策計
画の目標・目安

A B A×C Aー必要削減量 C

産業部門 975 千t-CO2 720 千t-CO2 370.5 千t-CO2 604.5 千t-CO2 38%

業務その他部門 2,000 千t-CO2 1,161 千t-CO2 1,020 千t-CO2 980 千t-CO2 51%

家庭部門 2,288 千t-CO2 1,482 千t-CO2 1,510 千t-CO2 778 千t-CO2 66%

運輸部門 2,070 千t-CO2 1,687 千t-CO2 724.5 千t-CO2 1345.5 千t-CO2 35%

排出量合計 7,333 千t-CO2 5,050 千t-CO2 3,625 千t-CO2 3,708 千t-CO2

参考先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.103)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.14)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

例：奈良県

上記削減目標の場合
→２０３０年度時点で約４９．４％の削減を達成
 （7,333千t-CO2 ⇒ 3,708 千t-CO2）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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５．対策・施策の検討
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対策・施策立案の流れ

◼ 対策・施策立案までの流れ

• これまでのワークで取り組んできた「将来像の設定」や「区域の特徴・排出要因分析」が、施策立案のポイントとなる

• 上記ポイントを押さえながら、区域の各主体に期待する役割を明確にし、具体的な対策や施策をたてる

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.115)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.16)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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対策・施策の検討の流れ

◼ 削減目標の達成に向けた、対策・施策を整理していく

• 地域の魅力と質の向上に資する、また削減目標を達成できる効果的な対策・施策を考える

• 自治体から区域に適切な情報発信ができるように、施策・対策を取り組むべき主体ごとに整理する

手順①

•区域の目指す将来像について把握する

•自地域の地域特性・地域課題を考える

手順②

•脱炭素施策を、対策・施策を部門ごとに整理する

•取り組み主体ごとに対策・施策を、整理していく

•取り組みを推進する上での他部署との連携の整理

手順③

•対策・施策と地球温暖化対策推進法のつながりを整理する

•実行計画として、取り組む意義と関連効果も合わせて取組主体に示せる状態にする

今回

前回
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【参考】対策・施策の体系的整理の完成イメージ

◼ 対策・施策の体系的整理

• これまで検討されていた部門別の施策体系を、区域への発信も見据えて主体別に組み替えていく

• 体系的整理を行うことで、各主体の取組が排出量削減においてどのような効果を生むのか、説明が容易になる

参照先：地方公共団体実行計画
（区域施策編）策定・実施マニュアル
（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy/l
ocal_keikaku/data/manual_mai
n_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策
編）策定・実施マニュアル（簡易版） 
(P.19)
https://www.env.go.jp/policy/l
ocal_keikaku/data/kuiki_s_202
303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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対策・施策の体系的整理

◼ 対策・施策の部門別整理

• 産業・業務その他・家庭・運輸のそれぞれの部門で、これまでに検討した対策及び施策を洗い出す

• 対策及び施策に関連する取組主体を、「住民」「事業者」「行政」の3分類に切り分ける

参照先：地方公共団体実行計画
（区域施策編）策定・実施マニュア
ル（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy
/local_keikaku/data/manual_
main_202303.pd
f地方公共団体実行計画（区域施
策編）策定・実施マニュアル（簡易
版） (P.19)
https://www.env.go.jp/policy
/local_keikaku/data/kuiki_s_2
02303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pd
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pd
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pd
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ワーク②〈グループ〉 対策・施策の体系的整理

◼ 対策・施策の部門別整理（１０分）

• 各部門ごとの対策及び施策を考える

• 各対策、施策が横軸にある各取組主体のどこ該当するのかを意識し、付箋を貼りなおす

• 複数の主体にまたがる取組があった場合は、同じ記載の付箋をもう一枚作成するか、2つの枠にまたがって付箋を貼る
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ワーク③〈個人〉 対策・施策の体系的整理

◼ 対策・施策の部門別整理（１０分）

• グループワークで検討した対策・施策を参考に、自身のケースに合わせて作成する

• 各対策、施策が横軸にある各取組主体のどこ該当するのかを意識し、表に直接書き出す

• 今後の活動を念頭に各主体毎の取り組み施策を書き出す

低炭素製品
の使用

エネルギーの
節約や再利用

エネルギー効率の高い家電の
使用

公共交通機関の利用

ワーク②で作成した
対策・施策を参考に
自身の市町の場合を考え、
引用して記載する

ワーク②
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ワーク④〈個人〉 取組を推進する上での他部署との連携

取組を推進する上で連携が必要な部署と、想定される課題

◼ 取組主体（行政）の取組推進に必要な他部署との連携（１０分）

・各施策を実施する際に、他部署との連携は必要になる。

・各施策は【物的な施策】（例１：施策）と【人的な施策】（例２：施策）に分類される。

・施策１、２を参考に、手元資料のワーク③の行政欄から施策を１つ選び、自身の部門では何が想定されるのかを記載する。

例１：施策
公民館の照明LED化

例２：施策
学校での脱炭素教育

施策
（ ）

施策
（ ）

対象施設をつくる・整備する
部署

建設課、都市計画課 等 教育政策課 等

対象施設を管理する部署 生涯学習文化課 学校施設管理課 等

その他連携が必要な部署 観光課や市民課 等 人権・同和教育課 等

推進する上で想定される課題 リーダーシップの不在
（責任所在が不明瞭）

講座内容の設定や講師の
選定
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ワーク⑤〈グループ〉 取組を推進する上での他部署との連携の共有

◼ 作成した取組推進に必要な他部署との連携についてグループで共有をする（１５分）

• 取組推進に必要な他部署との連携についてグループで意見交換を行う

• 他部署との連携を行うためにどんな行動をどのようにおこなうべきなのかの意見交換も行う
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対策・施策の体系的整理（つづき）

◼ 対策・施策の取組主体別整理

• 部門ごとに整理した対策・施策を、取組主体毎に整理する

• 取組主体が内容を理解しやすいように、いくつかの施策をまとめてグルーピングできることが望ましい

• また、関連法規（地球温暖化対策推進法）との連動性も整理できると、区域や住民への説得力が増す

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku
/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実
施マニュアル（簡易版） (P.19)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku
/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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対策・施策に関する事項

◼ 対策・施策立案において考慮すべき事項

• 地球温暖化対策推進法に基づいて、対策・施策は以下の内容を満たすことが求められる（都道府県及び指定都市においては必須）

• これまで整理した施策と、これらの事項との連動性を確認する必要がある

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.116)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.20)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf


40地域脱炭素ステップアップ講座

対策・施策に関する事項

◼ 地球温暖化対策推進法と対策・施策の連動性

• 前ページの連動性を整理すると、以下の通り

• この他にも、独自に検討した施策があれば分類を行う必要がある

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.121)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.21)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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取組主体ごとの取組方針の設定

◼ 取組主体ごとの取組方針の設定

• 【取組主体ごとの施策】と【立案において考慮すべき事項】の整理内容をマージすると以下の通り

• これにより、実行計画として取り組む意義と関連効果も合わせて取組主体に示すことができる

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.122)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.20)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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６．対策・施策の評価と改善
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対策・施策の目標設定

◼ 評価方法と分析手法

• 評価指標に基づき、目標達成度の評価方法と分析手法を選定する。例:目標と実績の比較や進捗状況の可視化、経済的な効果の評価など。

• データの分析には定量的な手法や統計モデルを活用し、施策の効果や課題を客観的に評価する。

環境省の公表している
「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツール

を活用する。

参照先：環境省 「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツール
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/kanri.html
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対策・施策の目標設定

◼ 目標の設定と評価指標の選定

• 目標設定時に、具体的で数値化可能な目標を設定する。例えば、二酸化炭素排出量の削減率や再生可能エネルギー導入割合など。

• 目標に対する評価指標を選定し、目標達成度を定量的に評価するための基準を設る。選定された指標は施策の特性や地域の状況
に合わせて決定する。

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.164)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.33)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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対策・施策の目標設定

◼ モニタリングとデータ収集方法

• 施策の進捗状況をモニタリングするためのデータ収集方法を策定する。

• データ収集方法や頻度を明確にし、正確な情報を取得できる体制を整える。自治体内の関連部署や関係者と協力してデータの収集を
行う。

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.165)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.34)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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継続的な評価と改善

◼ 継続的な評価と改善

• 施策の評価は単発ではなく、定期的に継続的な評価を行うことが推奨される。長期的な目標に対する評価や施策の持続性を考慮し、改善策や
修正が必要な場合は適宜対応する。

• 施策の効果的な評価と改善策の実施は、区域施策編策定の持続可能な取り組みにおいて非常に重要な要素。

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.168)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（簡易版） (P.36)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_s_202303.pdf

参照先：姫路市地球温暖化対策実行計画(P.71,72)
https://www.city.himeji.lg.jp/bousai/cmsfiles/contents/0000002/2305/R5honpen.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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奈良県の継続的な評価と改善（１）

参照先：奈良県環境総合計画 概要版(P.12-P.28)
https://www.pref.nara.jp/secure/262056/keikaku_gaiyou.pdf

◼ 計画推進にあたって

• 脱炭素を含めた環境総合計画の推進にあたって、社会情勢の変化や事業の成果を定期的に評価するためのPDCAサイクルを構築、運用している。

• 計画の進捗状況は、県単独ではなく市町村や関係機関と情報共有し、広く県民へ情報提供する「オール奈良」で推進している。
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奈良県の継続的な評価と改善（２）

参照先：奈良県環境総合計画 概要版(P.12-P.28)
https://www.pref.nara.jp/secure/262056/keikaku_gaiyou.pdf

◼ 評価目標値例と施策推進体制例

• 目標値の一例として「森林環境の維持向上」を提示。計画を推進するために資格保有者の大幅増員や調査の拡大、精緻部に注力。

• 「森林環境の維持向上」の推進指標として、推進団体の設置や制度を確立し、森林に関する各懸念事項について示唆できる体制を構築。
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アンケートご協力依頼

◼ 本日はご参加いただきありがとうございました。

◼ 今後の、奈良県における地域脱炭素への取組に向け、皆様のご意見をお聞かせいただきたく、アン
ケートのご協力をお願いいたします。
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